予算要求資料
平成２８年度当初予算　　支出科目　款：教育費　項：社会教育費　目：社会教育振興費　　　
	事業名　放課後子ども教室推進事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　教育委員会　社会教育文化課　家庭・地域教育係　電話番号：058-272-1111（内3575）

　　　　　　　E-mail：c17768@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　       16,200千円（前年度予算額：12,400千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	12,400
	6,200
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	6,200

	要求額
	16,200
	8,100
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	8,100

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
・近年、子どもを取り巻く環境が大きく変化しており、未来を担う子どもたちを健やかに育むためには、学校、家庭及び地域住民等がそれぞれの役割と責任を自覚しつつ、地域全体で教育に取り組む必要がある。

・また、青少年が加害者であり被害者ともなる事件が起こるなど、放課後の子どもの安全で健やかな活動場所を確保し、総合的な放課後対策として実施していく必要がある。
（２）事業内容

      放課後の子どもの安全・安心な居場所を設け、地域住民の参画を得ながら、

学習やスポーツ・文化活動、地域住民との交流等に取り組む「放課後子ども

教室」を実施する市町村を補助し、地域の将来を担う子どもたちを育成する

とともに、地域の活性化を図る。

また、留守家庭児童に対して、放課後の生活の場を提供する「放課後児童

クラブ」と一体的に進める「放課後こども総合プラン」について有識者から

意見を伺う推進委員会や、事業従事者等を対象とした研修会を開催し、事業

の充実実施を図る。（学校・家庭・地域の連携協力推進事業費）
（３）県負担・補助率の考え方

　　　国１／３　県１／３　市町村１／３
（４）類似事業の有無
　　　有　【類似事業】土曜日の教育支援体制構築事業費
　　　　　　　当該類似事業は、土曜日を中心に地域の人材を活用し、子どもた

ちに勉強を教えることを目的としているのに対し、本事業は放課

後における子どもの居場所づくりを主な目的としている。
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	補助金
	16,200
	放課後子ども教室推進事業費補助金
　１５市町村で８７教室実施予定

　補助対象事業費　24,300千円（国・県・市町村　各1/3）
　　うち国・県負担分を予算計上

	合計
	16,200
	


	　決定額の考え方　



４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ

・長期構想　　　Ⅴ－３ 将来の夢や目標の持てる子どもを育てる

　　　　　　　　　　・地域の教育力を学校、家庭教育の支援に生かす

　・教育ビジョン　４－２　地域の教育力の向上

　　　　　　　　　　・放課後子どもプランの推進と活動内容の充実

（２）国の状況
　　　全ての児童の安全・安心な居場所を確保するため、同一の小学校内等で放

課後子ども教室と放課後児童クラブを実施し、共働き家庭等の児童を含めた

すべての児童が放課後子ども教室の活動プログラムに参加できる「放課後子
ども総合プラン」を推進して放課後児童クラブと一体的に行う「放課後子ど
も総合プラン」を推進している。
（３）後年度の財政負担
　　　市町村の実施に合せて、必要な経費を補助。
　　　国は全小学校区（約２万か所）で放課後児童クラブと一体的又は連携して

実施を目指しており、今後実施市町村・教室数の増加により県の財政負担の

増が見込まれる。
（４）事業主体及びその妥当性
　　・国の補助事業であり、事業主体である市町村への補助は妥当。
事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
放課後子ども教室の実施箇所数を増加させるだけでなく、放課後児童クラブとの一体的運営を推進するとともに、関係者の資質の向上のための研修会を開催するなど、事業の充実実施を目指します。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	実施教室数
	
	81教室
(H24)
	83教室

(H25)
	57教室
（H26）
	100教室
（H30）
	57.0％

	実施市町村数
	
	15市町村
(H24)
	16市町村
（H25）
	12市町村

（H26）
	20市町村

（H30）
	60.0％


○指標を設定することができない場合の理由
	


（平成27年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

（１）放課後子ども教室を実施する市町村への補助

放課後子ども教室推進事業を行う12市町村に補助金を交付した。
（平成27年度の状況は、12市町村60教室）
（２）放課後子ども総合プラン推進委員会の開催

　・平成27年 9月3日（木）、平成28年1月末頃に開催予定

（３）放課後子ども総合プラン市町村担当者研修会の開催

　・平成27年10月 7日（水）中濃総合庁舎にて開催（参加：57名）

（４）放課後子ども総合プラン従事者研修会の開催

　・平成27年10月14日（水）、21日（水）、27日（火）

岐阜会場、中濃会場、東濃会場にて開催（参加：477名予定）


（前年度の成果）
	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

放課後子ども教室により、安全・安心な子どもの居場所づくりに貢献できた。また、研修を開催し、市町村担当者や従事者の資質の向上を図った。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	放課後等の安全・安心な子どもの居場所として、放課後子ども教室の果たす役割は大きい。また、質の高い放課後子ども教室とするため、市町村担当者や従事者の資質向上は必要である。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○

	放課後子ども教室数は、増加傾向にある。（H26:57教室→H27:60教室）また、従事者等を対象に危機管理や指導法、遊び等に関する研修会を行うことで、安全・安心な教室の運営を図っている。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)
○
	前年度に実施した研修会のアンケート結果等をもとに、学識経験者を含む放課後子ども総合プラン推進委員会で、「放課後子ども総合プラン」の総合的な在り方や事業の計画や研修会の検討、見直し等を行っている。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
近年、子どもを取り巻く環境が大きく変化しており、未来を担う子どもたちを健やかに育むためには、学校・家庭及び地域住民等がそれぞれの役割と責任を自覚しつつ、地域全体で教育に取り組む体制づくりを目指すことが必要。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

健全な子どもの育成と子どもにとって安全・安心な居場所づくりを目的とした事業であり、放課後児童クラブとの連携を図りながら、地域全体で取り組めるように、地域人材の発掘、協力依頼、プログラム開発等を進める。


